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1.大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しへの対応に係る設計及び工事計画 (変更)認可

申請書の概要

1,1 概要

本資料は、大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しへの対応 として、「核原料物質、核燃料物

質及び原子炉の規制に関する法律」に基づく設計及び工事計画の手続きを行 うにあたり、「実用発電

用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則 (以下「技術基準」というc)」 の各条文のうち今

回の申請対象が適用を受ける条文とそれらのうち適合性の確認が必要となる条文、及び設計及び工

事計画 (変更)認可申請書 (以下「設工認」という。)に添付する書類について整理するものである。

また、上記の整理を踏まえ、設工認の本文 (基本設計方針)及び添付資料の記載概要並びに技術基

準の各条文に対する適合性についても示す。

1.2 設計及び工事の計画における適用条文の整理について

本章では、大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しへの対応に係る設工認について、「技術基

準」の各条文のうち申請対象が適用を受ける条文とそれ らのうち適合性の確認が必要となる条文の

整理を行 う。

申請対象が適用を受ける条文と適合性の確認が必要となる条文の整理結果を第 12-1表に示す。

なお、第121表における凡例は以下のとおりである。

【凡例】

○ :適用条文であり、今回の申請で適合性を確認する必要がある条文

△ :適用条文であるが、既に適合性が確認されている条文、又は工事計画に係る内容に影響を受け

ないことが明確に確認できる条文

× :適用を受けない条文
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技術基準規則
適用要否

判 断
理 由

○設計基準対象施設

第 4条

設計基準対象施設の地盤
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに

伴 う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文

の基本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 5条

地震による損傷の防止
X

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに

伴 う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文

の基本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 6条

津波による損傷の防止
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに

伴 う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文

の基本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 7条

外部からの衝撃による損傷

の防止

○

大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴 う最大層厚

変更により、本条文の基本設計方針に影響があり、本条文に

適合 していることの確認が必要であるため、審査対象条文と

なる。

第 8条

立ち入 りの防止
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直 しに

伴 う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文

の基本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 9条

発電用原子炉施設への人の

不法な侵入等の防止

×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直 しに

伴 う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文

の基本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 10条

急傾斜地の崩壊の防止
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに

伴 う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文

の基本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 H条
火災による損傷の防止

×

本申請対象は大山火山の大山生竹タフラの噴出規模見直 しに

伴 う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文

の基本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 121表  適用条文の整理結果 (1/8)

|○ :適用条文であり、今回の申請で適合性を確認する必要がある条文

|△ :適用条文であるが、既に適合性が確認 されている条文、又は工事計
1  画に係る内容に影響を受けないことが明確に確認できる条文

|× :適用を受けない条文
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技術基準規則
適用要否

判 断
理 由

第 12条

発電用原子炉施設内にお

ける冷水等による損傷の

防止

×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴 う最

大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基本設計方

針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 13条

安全避難通路等
×

本申請対象は大山火山の大山生竹>フ ラの噴出規模見直しに伴 う最

大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基本設計方

針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 14条

安全設備
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴 う最

大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基本設計方

針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 15条

設計基準対象施設の機能
X

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴 う最

大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基本設計方

針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 16条

全交流動力電源喪失対策

設備

X

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴 う最

大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基本設計方

針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 17条

材料及び構造
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴 う最

大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基本設計方

針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 18条

使用中の亀裂等による破

壊の防止

×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴 う最

大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基本設計方

針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 19条

流体振動等による損傷

の防止

×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直 しに伴 う最

大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基本設計方

針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 20条

安全弁等
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴 う最

大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基本設計方

針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 21条

耐圧試験等
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴 う最

大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基本設計方

針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 22条

監視試験片
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴 う最

大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基本設計方

針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 23条

炉心等
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴 う最

大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基本設計方

針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 1歩1表 適用条文の整理結果 (2/8)

10:適用条文であり、今回の申請で適合性を確認する必要がある条文
△ :適用条文であるが、既に適合性が確認されている条文、又は工事計
1  画に係る内容に影響を受けないことが明確に確認できる条文
× :適用を受けない条文
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第 1-21表 適用条文の整理結果 (3/8)

技術基準規則
適用要否

判 断
理 由

第 24条

熱遮蔽材
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 25条

一次冷却材
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 26条

燃料取扱設備及び燃料貯蔵

設備

X

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 27条

原子炉冷却材圧カバウング

リ

×

本申請封象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 28条

原子炉冷却材圧カバウンダ

ヅの隔離装置等

×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 29条

一次冷却材処理装置
×

本申請対象は大山火山の大山生竹フ
~フ

ラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 30条

逆止め弁
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 31条

蒸気タービジ
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 32条

非常用炉心冷却設備
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 33条

循環設備等
×

本申請射象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 34条

計測装置
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 35条

安全保護装置
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 36条

反応度制御系統及び原

子炉停止系統

×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

○

△

| ×

適用条文であり、今回の申請で道合性を確認する必要がある条文
適用条文であるが、既に道合性が確認されている条文、又は工事計
画に係る内容に影響を受けないことが明確に確認できる条文
適用を受けない条文
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技術基準規則
適用要否

判 断
理 由

第 37条

制御材駆動装置
X

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 38条

原子炉制御室等
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 39条

廃棄物処理設備等
X

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 40条

廃棄物貯蔵設備等
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 41条

放射性物質による汚染の防

止

×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 42条

生体遮蔽等
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 43条

換気設備
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 44条

原子炉格納施設
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 45条

保安電源設備
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 46条

緊急時対策所
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 47条

警報装置等
X

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 48条

準用
×

本申請対象は大山火山の大山生竹ケフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 1外1表 適用条文の整理結果 (4/8)

○ :適用条文であり、今回の申請で適合性を確認する必要がある条文
△ :適用条文であるが、既に道合性が確認 されている条文、又は工事計

画に係 る内容に影響を受けないことが明確に確認できる条文
× :適用を受けない条文
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技術基準規則
適用要否

判 断
理 由

○重大事故等対処施設

第 49条

重大事故等対処施設の地

盤

×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 50条

地震による損傷の防止
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 51条

津波による損傷の防止
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 52条

火災による損傷の防止
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 53条

特定重大事故等対処施設
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 54条

重大事故等対処設備
○

大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴 う最大層厚変

更により、基本設計方針が見直され、本条文の使用条件 (荷重)

に影響があり、本条文に適合していることの確認が必要である

ため、審査対象条文となる。

第 55条

材料及び構造
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 121表  適用条文の整理結果 (5/8)

○ :適用条文であり、今回の申請で適合性を確認する必要がある条文

△ :適用条文であるが、既に適合性が確認 されている条文、又は工事計

画に係 る内容に影響を受けないことが明確に確認できる条文
× :適用を受けない条文
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技術基準規則
適用要否

判 断
理 由

第 56条

使用中の亀裂等による破壊

の防止

×

本申請村象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 57条

安全弁等
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 58条

耐圧試験等
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 59条

緊急停止失敗時に発電用原

子炉を未臨界にするための

設備

×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 60条

原子炉冷却材圧カバウング

ヅ高圧時に発電用原子炉を

冷却するための設備

×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 61条

原子炉冷却材圧カバウンダ

リを減圧するための設備

×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 62条

原子炉冷却材圧カバウンダ

ヅ低圧時に発電用原子炉を

冷却するための設備

×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 63条

最終ヒー トシンクヘ熱を輸

送するための設備

×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 64条

原子炉格納容器内の冷却等

のための設備

X

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 65条

原子炉格納容器の過圧破損

を防止するための設備

×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 12-1表 適用条文の整理結果 (6/8)

○ :適用条文であり、今回の申請で道合性を確認する必要がある条文
△ :適用条文であるが、既に適合性が確認されている条文、又は工事計

画に係る内容に影響を受けないことが明確に確認できる条文
× :適用を受けない条文
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技術基準規貝1

適用要否

判 断
理 由

第 66条

原子炉格納容器下部の溶

融炉心を冷却するための

設備

×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直 しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 67条

水素爆発による原子炉格

納容器の破損を防止する

ための設備

×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直 しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 68条

水素爆発による原子炉建

屋等の損傷を防止するた

めの設備

×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方金十に影響がないため、審査紺象条文とならない。

第 69条

使用済燃料貯蔵槽の冷却

等のための設備

×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直 しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 70条

工場等外への放射性物質

の拡散を抑制するための

設備

×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 71条

重大事故等の収束に必要

となる水の供給設備

×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直 しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 72条

電源設備
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 73条

計装設備
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 74条

原子炉制御室
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査封象条文とならない。

第 75条

監視測定設備
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 76条

緊急時姑策所
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 121表  適用条文の整理結果 (7/8)

○ :適用条文であり、今回の申請で適合性を確認する必要がある条文
△ :適用条文であるが、既に適合性が確認 されている条文、又は工事計

画に係る内容に影響を受けないことが明確に確認できる条文
× :適用を受けない条文
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技術基準規則
適用要否

判 断
理 由

第 77条

通信連絡を行 うために必

要な設備

X

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 78条

準用
×

本申請対象は大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直 しに伴

う最大層厚変更に係る基本設計方針の変更であり、本条文の基

本設計方針に影響がないため、審査対象条文とならない。

第 卜2-1表 適用条文の整理結果 (8/8)

○

△

適用条文であり、今回の申請で適合性を確認する必要がある条文
適用条文であるが、既に適合性が確認されている条文、又は工事計
画に係る内容に影響を受けないことが明確に確認できる条文
適用を受けない条文
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1 3 設計及び工事の計画における添付書類の整理について

本章では、大山火山の大山生竹テフラの噴出規模見直しへの対応に係る設工認に添付する書類

について「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則」に基づき整理する。整理結果を第 1

31表に示す。

第 131表 本申請に添付する書類の整理結果 (1/4)

実用発電用原子炉の設置、
運転等に関する規貝J

別表第二添付書類

添付の要否

(O・ ×)

理 由

○各発電用原子炉施設に共通

送電関係一覧図 × 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

急傾斜地崩壊危険区域内において

行 う制限工事に係る場合は、当該

区域内の急傾斜地の崩壊の防止措

置に関する説明書

× 本申請に伴い変更がなく、影響がなぃことから不要。

工場又は事業所の概要を明示 した

地形図
× 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

主要設備の配置の状況を明示 した

平面図及び断面図
× 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

単線結線図 × 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

新技術の内容を十分に説明した書

類
× 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

発電用原子炉施設の熱精算図 × 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

熱出力計算書 × 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

発電用原子炉の設置の許可との整

合性に関する説明書
○

設置変更許可の変更内容と本申請内容との整合性を

示す必要であるため添付する。

排気中及び排水中の放射性物質の

濃度に関する説明書
× 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

人が常時勤務 し、又は頻繁に出入

する工場又は事業所内の場所にお

ける線量に関する説明書

× 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

発電用原子炉施設の自然現象等に

よる損傷の防止に関する説明書
○

降下火砕物より防護すべき施設を内包する建屋及び

屋外に設置している防護対象施設の技術基準規則第

7条及び第 54条への適合性を示す必要があるため添

付する。
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第 卜31表 本申請に添付する書類の整理結果 (2/4)

実用発電用原子炉の設置、
運転等に関する規則
別表第二 添付書類

添付の要否

(O。 ×)

理 由

放射性物質により汚染するおそ

れがある管理区域並びにその地

下に施設する排水路並びに当該

排水路に施設する排水監視設備

及び放射性物質を含むりに水を安

全に処理する設備の配置の概要

を明示した図面

× 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

取水口及び放水日に関する説明

圭
× 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

設備別記載事項の設定根拠に関

する説明書
× 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

秦境測定装置 (放射線管理用計

測装置に係るものを除く。)の

構造図及び取付箇所を明示 した

図面

× 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

クラス 1機器及び炉心支持構造

物の応力腐食割れ対策に関する

説明書

× 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

安全設備及び重大事故等対処設

備が使用される条件の下におけ

る健全性に関する説明書

○

降下火砕物より防護すべき施設を内包する建屋が使

用される条件の下における健全性について、技術基

準規則第 54条への適合性を示す必要があるため添付

する。

発電用原子炉施設の火災防護に

関する説明書
× 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

発電用原子炉施設の冷水防護に

関する説明書
× 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

発電用原子炉施設の蒸気タービ

ン、ポンプ等の損壊に伴 う飛散

物による損傷防護に関する説明

書

× 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

通信連絡設備に関する説明書及

び取付箇所を明示 した図面
× 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

安全避難通路に関する説明書及

び安全避難通路を明示 した図面

説明書 :×

図面 :×
本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

非常用照明に関する説明書及び

取付箇所を明示 した図面

説明書 :×

図面 :×
本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。
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実用発電用原子炉の設置、運転

等に関す る規則

別表第二添付書類

添付の要否

(○ 。×)

理 由

○原子炉冷却系統施設

原子炉冷却系統施設に係る機器

の配置を明示 した図面及び系統

図

配置図 :×

系統図 :X
本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

蒸気タービンの給水処理系統図 × 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

耐震性に関する説明書 (支持構

造物を含めて記載すること。)

× 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

強度に関する説明書 (支持構造

物を含めて記載すること。)

○

降下火砕物より防護すべき施設を内包する建屋及び

屋外に設置している防護対象施設の技術基準規則第

7条及び第 54条への適合性を示す必要があるため添

付する。

構造図 × 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

原子炉格納容器内の原子炉冷却

材又は一次冷却材の漏えいを監

視する装置の構成に関する説明

書、検出器の取付箇所を明示 し

た図面並びに計測範囲及び警報

動作範囲に関する説明書

× 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

蒸気発生器及び蒸気タービンの

基礎に関する説明書及びその基

礎の状況を明示 した図面

× 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

流体振動又は温度変動による損

傷の防止に関する説明書
× 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

非常用炉心冷却設備その他原子

炉注水設備のポンプの有効吸込

水頭に関する説明書

× 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

第 卜31表 本申請に添付する書類の整理結果 (3/4)
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実用発電用原子炉の設置、運転

等に関する規則

別表第二添付書類

添付の要否

(O・ ×)

理 由

蒸気タービンの制御方法に関す

る説明書
× 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

蒸気タービンの振動管理に関す

る説明書
× 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

蒸気タービンの冷却水の種類及

び冷却水として海水を使用 しな

い場合は、可能取水量を記載 し

た書類

× 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

安全弁の吹出量計算書 (バネ式

のものに限る。)

× 本申請に伴い変更がなく、影響がないことから不要。

○ 「実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則」 (第九条)

設計及び工事に係る品質マネジ

メン トシステムに関する説明書
○

本申請に伴 う品質管理の方法等のプロセス確認のた

め、添付する。

第 1併 1表 本申請に添付する書類の整理結果 (4/4)

― ネ甫1-13 -



.4 設計及び工事計画 (変更)認可申請書の記載概要について

本章では、 1.2章及び 1.3章の整理を踏まえ、設工認の本文 (基本設計方針)及び添付資料の記載概要を示す。本文の記載概要を

第 141表、添付資料の記載概要を第 1-4-2表 に示す。

第 141表 設工認本文の記載概要

第 14-2表 設工認添付資料の記載概要

1

‐
Ｎ珊
ド‐
ドド
‐

本文の記載概要 (既工認からの変更箇所 )

基本設計方針

○ 「第 1章 共通項目 2.3外部からの損傷の防

止 b.火山」について、最大層厚にかかる記

載を変更する。

要目表

変更なし

施設の種類

原子炉冷却

系統施設

記載概要

本申請が設置変更許可申請書の基本方針に従つた詳細設計であることについて、設置変更

許可申請書本文の変更箇所と設工認本文との整合性により示す。

降下火砕物の層厚変更を踏まえ、想定する降下火砕物に対し、積雪及び風を考慮した場合

においても、施設の安全機能を損なうおそれがないこと説明する。

降下火砕物の層厚変更を踏まえ、重大事故等対処設備が使用される条件の下における健全

性について説明する。

降下火砕物の層厚変更を踏まえ、降下火砕物より防護すべき施設を内包する建屋及び屋外

に設置している防護対象施設が構造健全性を有することを説明する。

添付資料※

発電用原子炉の設置の許可との整合

性に関する説明書

発電用原子炉施設の自然現象等によ

る損傷の防止に関する説明書

安全設備及び重大事故等対処設備が

使用される条件の下における健全性

に関する説明書

強度に関する説明書

資料 1

資料 2

資料 3

(資料 6)

資料 4

(資料 14)

※カッコ内の添付資料番号は、設計及び工事計画変更認可申請となる高浜 1・ 2号機の添付資料番号である。



1.5 設計及び工事計画 (変更)認可申請にかかる技術基準則への適合性について

本章では、1.2章から1.4章までの整理を踏まえ、今回の設計及び工事計画 (変更)認可申請において、適合性の確認が必要となる技術

基準の各条文の適合性を示す。適合性及び適合性を説明する添付資料を第 1-5-1表 に示す。

第 151表 技術基準への適合性確認結果

※カンコ内の添付資料番号は、設計及び工事計画変更認可申請となる高浜 1・ 2号機の添付資料番号である。Ｉ
　
Ｎ訟一
ＰＩ
Ｐい
　
１

添付資料※

資料 2,4

(資料 2,14)

資料 2,3,4

(資料 2,6,14)

適合性の確認

設計基準対象施設は、想定される環境条件において、要求される機能を発揮する設計とし

ていることから、本条の規定に適合 していると判断した。

重大事故等対処設備は、想定される環境条件において、要求される機能を発揮する設計と

していることから、本条の規定に適合 していると判断した。

技術基準規則

第 7条

外部からの衝撃による損傷の防止

第 54条

重大事故等対処設備



補 足 2

構造強度の設計における除灰要員荷重の影響確認について

1.概要

降下火砕物より防護すべき施設を内包する建屋及び屋外に設置 している防護対象施

設の構造強度の設計では、3o日 を目処に速やかに降下火砕物の除去を行 うこと、また

降灰時には除雪も合せて実施することを保安規定に定め、降下火砕物及び積雪による

組合せ荷重を短期荷重として評価 している。

しかし、除灰時にはこれらの荷重に加えて除灰要員の荷重が施設に作用するため、施

設の裕度が高い場合は議論を要さないが、裕度が低い場合はその影響を確認すべきと

考える。ただし、除灰要員荷重は運用に左右され、これを厳密に設定することは困難で

あるため、保守的な条件として、考え得る最大除灰要員荷重を降下火砕物及び積雪を考

慮 した荷重に追力日しても、降下火砕物より防護すべき施設を内包する建屋及び屋外に

設置している防護対象施設が健全であることを説明する。

2.評価対象施設

評価対象施設は最弱部の評価結果の裕度が最も低い設備及び建屋を代表施設 として

選定する。代表施設及び最弱部の評価結果を表 1に示す。

表 1.代表施設及び最弱部の評価結果

(a)タ ンク

(b)建屋

代表施設
必要鉄筋量

(mm2/m)

配筋量

(mm2/m)

裕度

(― )

高浜 1号機

ディーゼル建屋
571 619 1.08

評価方法

「強度に関する説明書」に記載の手順で評価を行 う。施設に作用する荷重には除灰要

員の荷重を含めるものとし、1,000N/m2と する。これは、約 100kgの除灰要員が lm2毎

に配置されているのと同様な荷重状態となる。除灰要員を含めた荷重条件を表 2に示

す。

3

代表施設
発生応力

(MPa)

許容応力

(MPa)

搭度

(― )

高浜 1号機

燃料取替用水タンク
248 307 1.23

― ネ甫2-1 -



表 2.除灰要員を含めた荷重条件

発電所名
荷重 (雪十火山灰十除灰要員)

(N/m2)

【参考】荷重 (雪十火山灰)

(N/m2)

高浜発電所 8,050 7,050

4.評価結果

代表施設に除灰要員の荷重を含めて強度評価を行った結果、裕度 1を下回る施設は

なかった。評価結果を表 3に示す。したがって、雪及び火山灰が施設に堆積後、除灰要

員が除灰を行ったとしても施設の健全性は保たれる。

表 3.除灰要員の荷重を含めた評価結果

(a)タ ンク

(b)建屋

※ :強度計算書と同様に保守的な評価基準値 (短期許容引張応力度)か ら算出した値。

本来の許容限界である終局耐力から算出した場合は、1.Hと なる。

代表施設
発生応力

(MPa)

許容応力

(MPa)

裕度

(― )

高浜 1号機

燃料取替用水タンク
279 307 1.10

代表施設
必要鉄筋量

(1lm 2/m)

配筋量

(mm2/m)

裕度

(― )

高浜 1号機

ディーゼル建屋
613 619 1.01※

― れ若2-2 -



補足 3

降下火砕物等堆積時のおける鉛直荷重に射する建物 。構築物の評価手法について

1.概要

本資料は、大山生竹テフラの噴出規模の見直しに伴い実施する降下火砕物等堆積時における鉛直

荷重に対する建物 。構築物 (建屋)の強度評価 (以下、今回設工認での評価)において、至近の審

査実績を踏まえて既認可から評価手法の変更を行 うため、評価手法間の比較及び今回設工認での評

価手法の説明をするものである。

― れ甫3-1 -



2.既認可の評価手法と今回設工認での評価手法の比較

(1)既認可の評価手法について

既認可の評価手法の概要図を図 1に示す。既認可の評価では、建設時に設計条件とした②設計

時長期荷重 PAが①長期許容応力度に達する荷重を下回ること及び鋼材の長期許容応力度に対す

る短期許容応力度の比が 1.5(④短期許容応力度に達する荷重が①の 1.5倍)であることから、

②設計時長期荷重 PAに対する、⑥常時作用する荷重及び降下火砕物等堆積による鉛直荷重の和 P

Bの比 Pcが 、1.5を超えないこと (⑥が⑤l.5PAを超えないこと)を確認することで、間接的に常

時作用する荷重及び降下火砕物堆積等による鉛直荷重により部材に発生する応力が短期許容応

力度を下回ることを確認した。

なお、既認可の評価手法は以下の2点において大きな保守性を有する評価手法である。

a.許容限界について、降下火砕物堆積時における建屋への要求機能より設定すれば③終局

耐力に達する荷重であるところ、保守的に④短期許容応力度に達する荷重を許容限界と

設定したこと。

b.評価部材の種類や諸元によらず荷重のみで評価できる簡易評価を実施するために、部材

が④短期許容応力度に達する荷重を下回る⑥l.5PAを 評価上の基準値としたこと。

以上により、員元認可の評価手法は大きな保守性を有するものである。

荷重による評価

③終局耐力に達する荷重
(機能維持[艮界)

①長期許容応力度
に達する荷重

1.5倍

④短期許容応力度
に違する荷重

(許容限界)

1.5倍

⑤ 生.5PA

(評 l面生Fア)基準 l直)

②設計B寺

長期荷重PA ⑥常時作用する荷重及び
降下火砕物等堆積による

鉛直荷重の不B P3

長期 隆下火砕物
堆不責日寺

図 1 既認可の評価手法の概要図

大きな
保守性

a

― イ甫3-2 -



(2)今 回設工認での評価手法について

今回設工認での評価手法の概要図を図 2に示す。今回設工認での評価では、降下火砕物による

荷重が増加することから、大きな保守性を有する既認可の評価手法では、降下火砕物堆積時に建

屋が機能を維持できることを確認できない場合がある。

そのため、今回設工認での評価手法においては、至近の審査実績を踏まえて、部材ごとに⑥ '

常時作用する荷重及び降下火砕物等堆積による鉛直荷重の和 PBにより発生する応力が許容限界

を超えないことを直接確認する。

ここで、許容限界は降下火砕物堆積時における建屋への要求機能より設定すれば③'終局耐力

であるところ、今回設工認での評価では、既認可の評価の考え方を踏襲し、④'短期許容応力度

を評価基準値とする。

なお、令和 2年 5月 14日 付け原規規発第 2005141号にて認可された大飯発電所 3号機の設計

及び工事の計画における緊急時対策所建屋の評価の整理を踏まえて、今回設工認の評価対象施設

として新たに選定している美浜 3号機及び高浜発電所 1・ 2・ 3・ 4号機の緊急時対策所建屋の

評価手法についても、上記の手法と同様とする。

応力度による評価 保守性

①
′
長期許容応力度

③
′
終局耐力
(許容限界 )

④
′
短期許容応力度
(評価基準値)

②
″
設計時長期荷重PA

⑥
´
常時作用する荷重
及び降下火砕物等堆積
による鉛直荷童の和PB

により発生する応力度により発生する応力

長期 降下火砕物
堆積時

図 2 今回設工認での評価手法の概要図

(3)評価方法の比較

今回設工認での評価手法は既認可の評価手法と比較すると計算過程は異なるが、常時作用する

荷重及び降下火砕物等 (降下火砕物及び雪)堆積による鉛直荷重により部材に発生する応力等が

短期許容応力度を超えないことを確認するという点では同じである。

a

― ネ市3-3 -



3。 今回設工認での評価手法の使用実績

今回設工認での評価手法は、RC N規準等に基づく評価手法並びに既認可の耐震計算で使用実績の

ある FEMモデルを用いた評価手法を用いる。評価手法の員九認可使用実績を表 2に示す。

表 2 評価手法の員元認可使用実績

屋根形状 評価手法 既認可実績の例 *

屋根スラブ RC一 N規準 平成 27年 8月 4日 付け原規規発第

1508041号 にて認可された高浜発電

所第 3号機工事計画の資料 1317

0608「 中央制御室遮蔽の耐震計算

書」のスラブ

ドーム部 FEMモデル 平成 27年 8月 4日 付け原規規発第

1508041号 にて認可された高浜発電

所第 3号機工事計画の資料 13-1作

7-5「外部しゃへい建屋の耐震計算

書」の ドーム部

*:別紙に員九認可の評価手法を詳細に示す。

4.ま とめ

今回設工認での評価手法は既認可の評価手法と比較すると計算過程は異なるが、常時作用する荷

重及び降下火砕物等堆積による鉛直荷重により部材に発生する応力等が短期許容応力度を超えな

いことを確認するとい う点では同じである。また、今回設工認での評価手法は規準に基づく手法も

しくは既認可の耐震計算で使用実績がある手法である。

以  上

― イ甫3-4 -



別紙

評価手法の既認可実績の例

1.屋根スラブ

(1)既認可実績

平成 27年 8月 4日 付け原規規発第 1508041号にて認可された高浜発電所第 3号機工事計画の

資料 13-17-06-08「 中央制御室遮蔽の耐震計算書」より抜粋して示す。

(2)解ホ斤モデル※

こで示すモデル化範囲は屋根スラブではないが、降下火砕物に対する屋根スラブの評価と同様

、鉛直荷重に対する評価を実施 したスラブである。

＞
】

に

※

― ネ甫3-男町糸氏-1 -



(3)応力の解析方法

(1)応力解析方法

a.荷重ケース

作用荷重のうち地震荷重は、固定荷重及び積載荷重と同じ下向きに作用する場合に

生 じる応力が最大となるため、地震荷重は鉛直下向きの場合のみ考慮する。

b.入力荷重の算出方法

長期荷重時の端部モーメン ト、中央モーメン ト及びせん断力を鉛直震度により係数

倍することで入力荷重を算出する。なお、長期荷重時の端部モーメン ト、中央モーメ

ン ト及びせん断力は「RC規準」に準拠 して算出する。長期荷重時の端部モーメン ト、

中央モーメン ト及びせん断力を第 4-23表、鉛直震度より算出した端部モーメン ト、

中央モーメン ト及びせん断力を第 4-24表 に示す。

・短辺の端部モーメン ト(Mxl)

l

猛 1 晦。
42

12

・短辺の中央モーメン ト(Mx2)

γ /2
1

=18晦

・短辺のせん断力 (Qxl)

9メ 1=0.52・ ″・′メ

。長辺の端部モーメン ト(Myl)

1

42

みν移1=―
2

ラ7・
24

。長辺の中央モーメン ト(My2)

プン「/2 =蓋レ41x2

・短辺のせん断力 (Qyl)

蝕 =α46,″4
(注)RC規準に基づく応力の算出方法を別図 1に示す。

― 孝甫3-男可糸氏-2 -



Mxl

Mx1/2

ly

A B

lx lx/4

別図 l RC規準に基づく応力の算出方法

(4)断面の評価方法

(2)断面の評価方法

床スラブの断面の評価に用いる応力は、地盤剛性の不確かさを考慮した地震応答解析

による応答値を地震荷重とした応力解析により算出する。

Ss地震時について、曲げモーメントに対しては、「RC―N規準」に基づいて算定した必

要鉄筋量が配筋量を超えないことを確認する。面外せん断力については、「RC N規準」に

基づいて求めた許容せん断力を超えないことを確認する。

A

Bω
＼
【済〓

歌
遷

↑y

生 _挙

B

A

―補 卜別紙-3-



2.ドーム部

(1)既認可実績

平成 27年 8月 4日 付け原規規発第 1508041号 にて認可された高浜発電所第 3号機工事計画

の資料 13177-5「 外部しゃへい建屋の耐震計算書」より抜粋 して示す。

(2)解析モデル

一補 併別紙-4-
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(3)応力の評価方法

(1)Sd地震時に対する評価

Sd地震時に対する評価は、 ドーム部及びシリンダー部に

弾性応力解析によることとし、地震力と地震力以外の荷重

「RC N規準」等を参考に設定した許容限界を超えないこと

(4)断面の評価方法

(1)Sd地震時及び Sd地震時十温度

軸力、曲げモーメン ト及び面内せん断力については、必要鉄筋量が配筋量を超えない

ことを確認する。必要鉄筋量 (A)は 、「RC N規準」に基づき、各要素の縦方向と横方向の

軸力と曲げモーメン トに対 して必要となる片側鉄筋量 (At)を柱の許容応力度設計式を

用いて算定し、これと面内せん断力に対して必要となる全鉄筋量 (A3)(面内せん断力は

すべて鉄筋で負担)よ り、下式によって算定する。

A=(2At+As)/2

面外せん断力については、「RC―N規準」に基づいて求めた短期許容せん断力を超えな

いことを確認する。

一補 3別紙 6-



ネ甫足 4

緊急時対策所建屋 (美浜発電所 3号機、高浜発電所 1・ 2・ 3・ 4号機)の腐食設計について

今回設工認においては、降下火砕物の層厚変更に伴う影響を受ける対象として、影響因子のうち「構

造物への荷重」を選定し、建屋の強度評価を行つている。今回設工認において新たに強度評価を追加 し

た緊急時対策所建屋 (美浜発電所 3号機、高浜発電所 1・ 2・ 3・ 4号機)の腐食に対する設計につい

ては、その他の防護すべき施設を内包する建屋と同様に、次のとおりとする。

(緊急時封策所建屋の腐食に対する設計)

緊急時対策所建屋 (美浜発電所 3号機、高浜発電所 1・ 2・ 3・ 4号機)は、想定する降下火砕物に

よる腐食に対 し、塗装等により降下火砕物 と施設を接触させないこと又は運用等により、建屋が降下

火砕物より防護すべき施設を内包 し、建屋によって内包する防護すべき施設に降下火砕物を接触させ

ない機能を維持するため、外装の塗装を実施することで短期的な腐食が発生 しない設計としている。

また、降灰時の点検、並びに日常保守管理について保安規定に定めることで長期的な腐食が進展 し

ない設計としている。

以 上
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